
牛久市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則 

平成２８年３月３１日 

規則第２１号 

改正 平成２９年５月２日規則第１５号 

平成３０年１２月２５日規則第３８号 

令和元年１２月９日規則第２３号 

牛久市土砂等による土地の埋立て、盛土及びたい積の規制に関する条例施行

規則（平成１５年規則第２９号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、牛久市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例

（平成２８年条例第６号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（条例第３条第２項第２号の規則で定める事業） 

第３条 条例第３条第２項第２号の規則で定める事業は、次の各号に掲げる事

業とする。 

(1) 東日本高速道路株式会社、日本下水道事業団及び自動車安全運転センタ

ーが行う事業 

(2) 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１０条第１項の規定により

認可された土地改良区及び同法第７７条第２項の規定による認可を受けた

土地改良区連合が行う事業 

(3) 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１４条第１項の規定に

より認可された土地区画整理組合が行う事業 

(4) 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に基づき設立された

地方住宅供給公社が行う事業 

(5) 地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）に基づき設立された地方道



路公社が行う事業 

(6) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第１０条

第１項の規定により設立された土地開発公社が行う事業 

(7) 独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定

する独立行政法人が行う事業 

(8) 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規定する

国立大学法人が行う事業 

(9) 前各号に掲げるもののほか、地方公共団体がその資本金、基本金その他

これらに準ずるものを出資している法人であって、土壌の汚染又は災害の

防止に関し、地方公共団体と同等以上の能力を有する者として市長が認め

た事業 

２ 前項第９号の規定による市長の認定を受けようとする事業は、土壌汚染又

は災害防止に関し地方公共団体と同等以上の能力を有する者の認定申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 定款又は寄付行為 

(2) 法人の登記事項証明書 

(3) 直近の事業年度の事業報告書、財産目録、損益計算書及び貸借対照表 

（条例第３条第２項第３号の規則で定める事業） 

第４条 条例第３条第２項第３号の規則で定める事業は、次に掲げる事業とす

る。 

(1) 採石法（昭和２５年法律第２９１号）第３３条の規定による認可を受け

た採取計画に基づく事業 

(2) 砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１６条の規定による認可を受

けた採取計画に基づく事業 

(3) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第８

条第１項の規定による許可を受けた一般廃棄物処理施設及び同法第１５条

第１項の規定による許可を受けた産業廃棄物処理施設において行う事業 



(4) 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第７条第３項の規定による

指示措置等を講じたもの及び同法第１６条第１項の届出をしたもの並びに

同法第２２条第１項の規定による許可を受けたものが行う事業 

（条例第３条第２項第５号の規則で定める事業） 

第５条 条例第３条第２項第５号の規則で定める事業は、次に掲げる事業等と

する。 

(1) 非常災害が発生した後の必要な応急措置として行う事業 

(2) 運動場、駐車場その他の施設の本来の機能を保全する目的で通常の管理

行為として行う事業 

(3) ３００平方メートル未満の事業区域において行うたい積行為で、別表第

１で定める基準に従って行う事業 

（事前説明会） 

第６条 条例第４条第２項第４号の規定による事前説明会を開催しようとする

事業主等は、事前説明会の日時及び場所について、市長と協議しなければな

らない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業については、

同項の規定を適用しない。 

(1) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の規定による許可若しくは認

可又は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条の規定による確認

を受けて行う事業 

(2) 農業委員会が、茨城県農地部長通知（平成３年４月１日付け農管第６０

０号）に基づく農地改良届出又は農地法（昭和２７年法律第２２９号）第

４条第１項若しくは第５条第１項の規定による農地転用届出として受理し

た事業 

（事前協議） 

第７条 条例第５条に規定する事前協議（以下「事前協議」という。）は、次

に掲げる書面を提出することにより行うものとする。 



(1) 土砂等による土地の埋立て等事業事前協議書（様式第２号） 

(2) 土砂等による土地の埋立て等事業計画書（様式第３号） 

(3) 前条第２項の事業に該当する場合にあっては、それを証する書類 

(4) 土地所有者と事業主等の事業に関する契約書の写し（土地所有者が自ら

施工する場合を除く。） 

(5) 事業区域の登記事項証明書の写し 

(6) 事業区域の位置を示す図面及びその付近の見取図 

(7) 事業区域を含む土地の境界線から１００メートル以内の土地の公図の写

し（土地の公図の写しの事業区域の部分にあっては、所有者名、所有者の

住所、地目を記入するものとする。） 

(8) 事業区域及び周辺関係者の一覧表。なお、周辺関係者にあっては、条例

第２条第１項第７号で定める周辺関係者の内、土地の所有者とする。 

(9) 事業区域の現況平面図、計画平面図、縦横断面図及び土留図 

(10) 事業区域の現況平面図、計画排水平面図、縦横断面図及び構造図 

(11) 土砂等の搬入経路図 

(12) 土砂等発生元証明書（様式第４号） 

(13) 事業に用いる土砂等の発生の場所において土壌の調査の試料として土

砂等を採取した地点の位置を示す図面及び現場写真並びに試料ごとの土壌

調査試料採取報告書（様式第５号）及び地質分析結果証明書（様式第６号。

計量法（平成４年法律第５１号）第１２２条第１項の規定により登録され

た計量士のうち濃度に係る計量士（以下「環境計量士」という。）が発行

したものに限る。以下同じ。） 

(14) 事業主等及び施工管理者の住民票の写し（事業主等が法人の場合にあっ

ては、法人の登記事項証明書）並びに事業主等に関する印鑑登録証明書 

(15) 誓約書（様式第７号。事業主等が連署し、印鑑登録されている印を押印

するものとし、事業主が法人の場合は、法人の登記簿謄本を添付するもの

とする。第１６条第２号において同じ。） 



(16) 欠格要件非該当に関する誓約書（様式第８号。事業主等が連署し、印鑑

登録されている印を押印するものとする。第１６条第３号において同じ。） 

(17) その他市長が必要と認める書面 

２ 市長は、事前協議が終了した場合は、その結果を事業主等に土砂等による

土地の埋立て等事業事前協議済書（様式第９号。以下「事前協議済書」とい

う。）にて通知するものとし、当該事前協議済書の有効期限は通知した日か

ら起算して９０日とする。 

（許可申請） 

第８条 条例第６条第１項の規定による許可を受けようとする事業主等は、土

砂等による土地の埋立て等事業許可申請書（様式第１０号）に、次の各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が特に

認めた場合には、添付書類の一部を省略することができる。 

(1) 条例第２条第１項第７号で定める周辺関係者の内、土地の管理を主体的

に行っていると認められる者及び事業区域の行政区又は自治会等の代表者

の同意書（様式第１１号）。ただし、正当な理由があり、かつ、市長が認

める場合にあっては、事業主等が提出する理由書をもって同意書の提出に

代えることができる。 

(2) 事業区域外に排水する場合にあっては水利権者の同意書 

(3) 周辺関係者に対する事前説明会実施報告書（様式第１２号） 

(4) 事業に使用される土砂等の量の計算書 

(5) 土地の埋立て等に用いる土砂等の搬入計画（様式第１３号） 

(6) 事業区域に係る表土の土壌の調査の試料として土砂等を採取した地点の

位置を示す図面及び現場写真並びに試料ごとの土壌調査試料採取報告書及

び地質分析結果証明書 

(7) 事業に用いる土砂等の発生の場所に係る位置を示す図面、現況平面図及

び面積計算書 

(8) 事業に用いる土砂等の発生の場所においてボーリング試験を実施した場



合にあっては、土質柱状図 

(9) 事業区域の地耐力について行った平板載荷試験等の結果に関する書類 

(10) 擁壁を設置する場合にあっては、当該擁壁の構造計画、応力算定及び断

面算定を記載した構造計算書 

(11) 事前協議済書の写し及び事前協議時に提出した書類 

(12) 許可申請に係る指導事項に対する回答書 

(13) その他市長が必要と認める書面 

（許可書等の交付） 

第９条 市長は、前条に規定する許可の申請があったときは、速やかにその内

容を審査のうえ、許可又は不許可の決定をし、土砂等による土地の埋立て等

事業許可（不許可）決定通知書（様式第１４号）により当該許可を申請した

事業主等に通知するものとする。 

（許可基準） 

第10条 条例第７条第２号の規則で定める物質は、別表第２の左欄に掲げる物

質とし、土砂等の水素イオン濃度指数が別表第２の２の中欄に掲げる基準値

とする。 

２ 条例第７条第１項第２号の規則で定める基準のうち、有害物質に係るもの

については、別表第２の左欄に掲げる物質の区分に応じ、それぞれ同表の中

欄に掲げる基準値とする。 

３ 条例第７条第４号の規則で定める技術上の施工基準は、別表第１のとおり

とする。 

４ 条例第７条第５号の規則で定める基準は、別表第３のとおりとする。 

５ 条例第７条第６号アの規則で定める者は、精神の機能の障害により、土地

の埋立て等を適切に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に

行うことができない者とする。 

６ 条例第７条第６号サ及びシの規則で定める使用人は、事業主等の使用人で、

次に掲げるものの代表者であるものとする。 



(1) 本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務

所） 

(2) 前号に掲げるもののほか、継続的に業務を行うことができる施設を有す

る場所で、土地の埋立て等に係る契約を締結する権限を有する者を置くも

の 

（事業開始の届出） 

第11条 条例第８条の規定による届出は、土砂等による土地の埋立て等事業開

始届出書（様式第１５号）によるものとする。 

（変更許可の申請） 

第12条 条例第９条１項の規定による変更の許可を受けようとする事業主等は、

土砂等による土地の埋立て等事業変更許可申請書（様式第１６号）に、第７

条及び第８条に掲げる添付書類のうち変更に係る書類を添えて市長に提出し

なければならない。 

２ 条例第９条第１項ただし書の規定による規則で定める軽微な変更は、次の

とおりとする。 

(1) 土地の埋立て等を行う期間の変更（当該期間を短縮させるものに限る。） 

(2) 土地の埋立て等に用いる土砂等の数量の変更（当該土砂等の数量を減少

させるものに限る。） 

(3) 土地の埋立て等の施工に関する計画の変更（前２号又は次号に掲げる事

項の変更に伴うものに限る。） 

(4) 土地の埋立て等の請負人の氏名又は名称及び住所（請負人の変更を伴わ

ない場合に限る。）並びに法人にあっては、その代表者の氏名（代表者の

変更を伴わない場合に限る。） 

（変更許可書等の交付） 

第13条 市長は、前条第１項の規定による申請に基づき事業の変更を許可した

ときは、土砂等による土地の埋立て等事業変更許可（不許可）決定通知書（様

式第１７号）を事業主等に交付する。 



（事業の中止等の届出） 

第14条 条例第１０条の規定による事業の中止等の届出は、土砂等による土地

の埋立て等事業中止（再開・廃止）届出書（様式第１８号）によるものとす

る。 

（事業完了の届出） 

第15条 条例第１１条第１項の規定による事業完了の届出は、土砂等による土

地の埋立て等事業完了届出書（様式第１９号）によるものとし、事業が完了

した日から７日以内に市長に届け出なければならない。 

２ 条例第１１条第２項に規定する通知は、土砂等による土地の埋立て等事業

完了等確認通知書（様式第２０号）により行うものとする。 

（地位承継の届出） 

第16条 条例第１４条第２項の規定による地位承継の届出は、地位承継届出書

（様式第２１号）によるものとし、次に掲げる書類を添えて地位承継のあっ

た日から１０日以内に市長に届け出なければならない。 

(1) 許可を受けた者の地位を承継した事実を証する書類 

(2) 誓約書 

(3) 欠格要件非該当に関する誓約書 

（許可の取消し） 

第17条 条例第１５条第１項及び第２項の規定による許可の取消しは、土砂等

による土地の埋立て等事業許可取消書（様式第２２号）により行うものとす

る。 

（標識等） 

第18条 条例第１６条に規定する標識等は、標識及び危険防止表示板（様式第

２３号）とする。 

（報告事項） 

第19条 条例第１７条の規定による規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 施工管理 施工管理の事項は次に掲げる事項とし、土砂等による土地の



埋立て等事業施工管理台帳（様式第２４号）により報告するものとする。 

ア 土地の埋立て等の許可を受けた者の氏名又は名称 

イ 埋立て等の区域の位置及び面積 

ウ 記録者氏名 

エ 搬入時刻 

オ 搬入車両登録番号 

カ 搬入者の氏名又は名称 

キ 運転者氏名 

ク 土砂等の種類及び数量 

ケ 土砂等の積込み場所 

コ 施工作業の内容 

サ その他埋立て等の施工に必要な事項 

(2) 土壌調査 事業主等は、事業を開始した日から３箇月ごとに当該３箇月

を経過した日（３箇月の期間内に当該土地の埋立て等を完了し、廃止し、

又は中止したときは、当該期間の初日から当該土地の埋立て等を完了し、

廃止し、又は中止した日までの期間）から１週間以内に、当該許可に係る

事業区域内の土壌の有害物質による汚染の状況について次の事項を調査し、

土壌調査試料採取報告書により報告するものとする。 

ア 土砂採取方法は事業区域内の５ポイントから採取するものとする。 

イ 試材は５ポイントから採取した混合体とする。 

ウ イの規定により作成した試材は、それぞれ別表第２の左欄に掲げる物

質ごとに同表の右欄に掲げる測定方法により計量を行い、かつ、別表第

２の２の右欄に掲げる測定方法により土砂等の水素イオン濃度指数の測

定を行うこと。 

２ 前項第２号に規定する土壌採取は、市長の指定する職員の立会いのうえ、

行わなければならない。 

３ 土壌調査試料採取報告書には、次に掲げる書類及び図面を添付するものと



する。 

(1) 土壌の調査に使用した土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真 

(2) 前項の規定により採取した試料の地質分析結果証明書 

（身分証明書） 

第20条 条例第１８条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（様

式第２５号）によるものとする。 

（勧告及び命令） 

第21条 条例第１９条第１項の規定による改善勧告は改善勧告書（様式第２６

号）により、同条第２項の規定による停止命令及び改善命令は改善命令書（様

式第２７号）により、条例第２０条の規定による停止命令及び原状回復命令

は原状回復命令書（様式第２８号）によりそれぞれ行うものとする。 

（書類の提出部数） 

第22条 条例及びこの規則により市長に提出する書類は、正副２通とする。 

（その他） 

第23条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２８年５月１日から施行する。 

附 則（平成２９年規則第１５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２９年７月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この規則による改正後の牛久市土砂等による土地の埋立て等の規制に関す

る条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に提出される事前協議書

及びその添付書類並びに当該事前協議に係る許可申請及び土壌調査の報告か

ら適用し、同日前に提出される事前協議書及びその添付書類並びに当該事前

協議に係る許可申請及び土壌調査の報告については、なお従前の例による。 

附 則（平成３０年規則第３８号） 



この規則は、平成３１年７月１日から施行する。 

附 則（令和元年規則第２３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１０条の改正規定（第５

項中「第７条第１項第６号コ及びサ」を「第７条第６号サ及びシ」に改め、

同項を同条第６項とし、同条第４項の次に１項を加える部分に限る。）及び

様式第８号の改正規定は、令和元年１２月１４日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の牛久市土砂等による土地の埋立て等の規制に関

する条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に提出される事前協議

書及びその添付書類並びに当該事前協議に係る許可申請及び土壌調査の報

告から適用し、同日前に提出される事前協議書及びその添付書類並びに当該

事前協議に係る許可申請及び土壌調査の報告については、なお従前の例によ

る。 


